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表紙図  ・・・本稿で使用したハザードマップデータ例．ArcGIS Pro (Esri) で作成した．

 （左上）磐梯山，安達太良山，吾妻山 （左下）富士山，箱根山，伊豆大島 （右上）樽前山，有珠山 （右下）霧島山，桜島

 背景地形図は Esri，アメリカ地質調査所 , アメリカ海洋大気庁による．
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火山ハザードマップを用いた全国 35 火山における火山噴火ハザード曝露評価

河野裕希＊・宮城洋介＊・岩井一朗＊＊

Exposure Assessment to Volcanic Hazards Related to 35 Volcanoes in Japan  
Using Volcanic Hazard Maps

Yuhki KOHNO*, Yousuke MIYAGI*, and Ichiro IWAI**

*Volcano Disaster Resilience Research Division,
National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience, Japan

**Esri Japan Corporation

Abstract

We evaluated exposure to volcanic eruption hazards for 35 volcanoes in Japan using volcanic hazard maps. Five 
volcanic hazards were considered: lava flow, pyroclastic flow, debris flow, snow-related lahar, and ashfall. The 
exposure targets were population, buildings, highways, national highways, railways, and bullet train railways. 
Hazard data were converted to polygons, and GIS software used to count exposure targets included in the hazard 
polygons. Exposure scores were calculated based on the evaluation result and summarized. This revealed that the 
amount of exposure to eruption of Fuji volcano was the greatest with large effects of ashfall, lava flow, and snow-
related lahar. In addition, we confirmed a considerable number of exposures to pyroclastic flows nationwide. The 
evaluation result also showed impacts on urban areas at the foot of volcanoes due to ashfall, debris flows, and 
snow-related lahars which extend far away.

Key words:	35 volcanoes in Japan, Hazard map, Exposure assessment

1. はじめに

日本国内には 111 の活火山があるにも関わらず，

火山周辺の被害およびリスク評価は十分に行われて

いない．さらに日本の国土の狭さやインフラストラ

クチャー（以下，インフラ）開発の技術発展により，

社会生活は火山近傍へ進出してきており，そのよう

な地域では発生する噴火がたとえ小規模であっても

噴火災害による社会的影響は甚大になる（中村他，

2021）．従って，火山地域でのリスクを理解し，費

用対効果の判断も含めて火山噴火対策を事前に計画

しておくことは，被害軽減には不可欠である．

「曝露評価」とは，火山噴火ハザード（以下，ハザー

ド）の危険に曝されている対象（以下，曝露対象）の

数を調べるものであり，リスク評価の根幹となる重

要な情報である．曝露対象の分布を把握することは

リスク管理の上では不可欠であり，（リスク値）=（ハ

ザード発生確率）×（曝露対象数）×（曝露対象の脆弱

性）で表現される通り（例えば Wilson et al.（2014）），
曝露対象数が 0 である場合は，被害を受ける対象が

ないためリスク値も 0 となる．つまり曝露対象の分

布を考慮することにより火山噴火対策に係る適切な

資源配分が可能になり，費用対効果の向上につなが

ると考えられる．本稿では日本国内 35 火山に関す

る複数のハザードに対して統一的手法により火山地
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域ごとに曝露を評価し，その結果を報告する．

2. データ

2.1  火山噴火ハザードデータ

本稿における曝露評価で使用するハザードデータ

として，既存の火山ハザードマップ（以下ハザード

マップ）に掲載されているハザード情報を用いる．

現在国内には 40 を超える火山のハザードマップが

存在し，噴火頻度が低い火山においても順次公開さ

れている．これらを用いることで定量的かつ網羅的

な曝露評価が可能になる．

ハザードマップは，内閣府等による火山防災マッ

プ作成指針（内閣府他，2013）に沿って各火山防災協

議会（以下協議会）が作成しており，火山周辺自治体

は地域防災計画策定のための基礎資料としてハザー

ドマップを利用している．ハザードマップには各火

山で想定されている各種ハザードの影響範囲が地図

上に描画されているが，作成指針には噴火規模やハ

ザードの指定が示されていないため，それらは個々

の火山において再現性が高いとされる噴火活動を示

したケース，小規模・中規模・大規模のようにいく

つかの噴火規模を想定したケース，過去にあった噴

火のうち最大影響範囲を示したケースなど各協議会

で定めたシナリオに基づいて作成されている（田島，

2017）．地質学的調査により履歴が認められなかっ

たものについては，他火山における既往研究により

推定された噴出量を参考にするケースも見られる．

そのため国内のハザードマップは，掲載されている

ハザードタイプや，想定されている噴火規模が火山

によってそれぞれ異なる．

防災科学技術研究所では，現在協議会等が発行

しているハザードマップのうち 35 火山についての

シェープファイル化を実施した（表1）．ハザードマッ

プをシェープファイル化することにより，GIS ソフ

トにハザード情報を取り込むことができ，他種地

理空間情報との空間比較や解析が行えるようになっ

た．ただし，岩木山・秋田焼山・鳥海山については，

火山噴火緊急減災対策砂防計画書がハザードマップ

公開後に更新されているため，本稿では当計画書内

に記載されたハザードを基にしたハザードデータを

使用した．

本稿では，上述のシェープファイル化したハザー

ド情報のうち溶岩流・火砕サージ・融雪型泥流・土

石流・降灰の 5 種の到達範囲を示す包絡線をハザー

ドデータとして曝露評価に使用した．なお噴石ハ

ザードは主に火口近傍に影響があるハザードである

が，火口近傍の曝露対象データが存在しないため，

除外した（表 2）．
2.1.1  ハザードデータ前提条件

ハザードデータを使用するにあたり，以下に挙げ

る条件を前提とした．

全国的な火山災害曝露評価を実施するためには各

火山につき使用するシナリオを 1 つに絞る必要があ

ることから，本稿では各ハザードマップで想定され

ている最も規模の大きい噴火シナリオを対象として

曝露評価を実施することにする．

活火山総覧第 4 版（気象庁，2013）では霧島山と鶴

見岳・伽藍岳は 1 つの火山と位置付けられている一

方で，ハザードマップには火口ごとに想定ハザード

が掲載されているため，ハザードマップが作成され

ている火口ごとのハザードによる曝露評価を実施し

た．

同一火口から同一ハザードの影響が複数方向へ及

ぶことが示されている場合は，それらハザード分布

を全て結合し 1 つのハザード包絡線とした．

表１ 防災科学技術研究所がハザードマップ内に記載さ

れたハザード情報のシェープファイル化を 2020
年までに実施した火山リスト．

Table 1 Volcanoes for which hazards on each volcanic hazard 
map are converted into shapefile by NIED up to 2020.
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ハザードマップに掲載されていないハザードにつ

いては，到達範囲を抽出することができないために

評価対象外となる．伊豆東部火山群のハザードマッ

プについては，ハザードの到達範囲ではなく噴火の

影響する範囲についてのみ掲載されていることから

評価対象から除外した．

ハザードデータの使用にあたって前提条件がさら

に必要なものを以下に記述した．

（火砕流・火砕サージ）

ハザードマップには火砕流のみを示したものもあ

れば火砕流と火砕サージが別々に示されているもの

もある．本稿では，火砕サージの到達範囲が示され

ているものについては，より広範囲に影響を及ぼす

と考えられる火砕サージを火砕流ハザードとして扱

うことにした．

（土石流）

土石流に関しては火口から 40 km 圏内のものを土

石流ハザードとした．これは火口からの 40 km 圏

内で火山噴火災害による犠牲者が出ているという，

Brown et al. （2017）による統計結果に基づく．

浅間山に関しては広域かつ詳細な土石流危険区域

の分布となっており，ハザードマップから抽出する

ことが困難であったため，国土交通省が公開してい

る国土数値情報ダウンロードサイト（国土交通省）に

よる土石流危険箇所種別のうち「土石流危険区域」か

ら該当範囲を抽出したものを使用した．

（降灰）

降灰ハザードは山体の地形に関係なく，噴火口か

ら吹き上げられたのちは細粒なものが上空の風に

乗って広範囲に広がる．日本の上空では偏西風が吹

いているため，噴出した火山灰は遠く東へ流れてい

くことが多くの火山で想定されており，到達範囲の

描写を紙面の都合上途中で切っているものや不明確

にしているものが多い．それらについては，ハザー

ドマップで描かれている範囲のみを到達範囲とみな

し，便宜上降灰到達範囲を作成した．

2.2  曝露対象データ

本稿では，曝露評価における曝露対象として人口・

建物・国道・高速道路・在来線鉄道・新幹線鉄道を

設定した．島嶼部（伊豆大島・三宅島）については，

国道の代わりに県道を設定した．各データの出典に

ついては表 3 に示す．なお口永良部島の人口は 2010
年国勢調査の結果を参照した．

3. 評価手法

曝露対象がハザードに対して曝露しているかどう

かは，ハザードデータと曝露対象データの空間的関

係から判定し，ハザード包絡線内に曝露対象が含ま

れている場合は「曝露している」，含まれていない場

合は「曝露していない」とした．そして，曝露の程度

を火山間で比較するため，評価結果に基づいたスコ

アリングを実施した．

3.1  空間解析

ハザードデータと曝露対象データとの空間解析は

鈴木・中村（2009）を参考に GIS ソフトを使っておこ

なった．GIS ソフトは ArcGIS Desktop 10.5 （Esri）を
用いた．各ハザード情報はポリゴンデータとなって

おり，ハザードポリゴン内に曝露対象が含まれるか

否かを判定した．この際人口と建物が曝露対象であ

る場合は，そこに含まれている人口と建物数を出力

した．人口が含まれる地域の面積に対してハザード

ポリゴンが重畳している面積割合でその地域の人口

を比例配分したものを曝露人口とした．曝露建物数

はハザードポリゴン内に含まれる建物数を計上した

ものをそのまま採用した．一方，国道・高速道路・

在来線鉄道・新幹線鉄道が曝露対象である場合につ

いては，曝露している個数を計上するのではなく曝

露しているか否かのみ評価し，ハザードポリゴンに

重畳すれば「曝露している状態」とした．

3.2  スコアリング

空間解析の結果に基づき各火山においてスコアリ

ングを実施した．曝露対象の内，人口および建物数

については「曝露量」という定量的な情報を，インフ

ラについては「曝露している」「曝露していない」とい

表 3 本稿で使用した曝露対象種と出典

Table 3 A list of exposure targets used in this work 
and their sources.
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う状態に関する情報を抽出し，本稿ではこれら曝露

情報を数値化し総合的な曝露の程度をスコアとして

表現することを試みた．

インフラに関しては，曝露していれば 1，曝露し

ていなければ 0 として定性的な情報を数値化した．

ある火山におけるインフラの曝露状況を示す数値

0/1 を全てのインフラについて加算し，これを各火

山における「インフラスコア」とした．つまり各火山

においてより多くのインフラ種がハザードへ曝露し

ていればインフラスコアは最大で 4 になる．人口と

建物数に関しては，各火山で得られた曝露量の常用

対数を取った．これらを加算した合計値を各火山に

おける「曝露スコア」とした．

4. 評価結果

表 4.1–4.5 に人口および建物に関する曝露量，イ

ンフラスコアとその内訳，そして曝露スコアをハ

ザード別に示す．曝露スコア列の最下部には全火山

における曝露スコアの合計値を記載した．この合計

値が最も高かったのは降灰であり，続いて火砕流で

あった．

ハザードに曝露している人口および建物を対象と

した曝露量を図 1.1 に示す．このグラフは降灰を除

く 4 種のハザードに対する人口および建物に関する

曝露量の合計を火山別に示している．人口および建

物を対象とした曝露量が最も多いのは富士山であっ

た．富士山では溶岩流，次いで融雪型泥流への曝露

量が多く，この 2 種に対する曝露量だけで全国の火

山における降灰を除く 4 種のハザードに対する曝露

量のおよそ 56% に及ぶ．富士山の次に多いのが浅

間山，樽前山であり，土石流や融雪型泥流へ多く曝

露していることがわかった．鶴見岳・伽藍岳では火

砕流へ多く曝露しており，全国の火砕流への曝露量

の 25% に及ぶことがわかった．

図 1.2 では降灰へ曝露している人口および建物を

対象とした曝露量を火山別に示している．降灰への

曝露量は，その他への曝露量の 10 倍多いことが特

徴的である．特に富士山からの降灰への人口および

建物に関する曝露量は 4,000 万以上であることがわ

かった．さらに火山の東側に都市が形成されている

地域の曝露量が多いことも明らかになった．曝露し

ている人口および建物が他のハザードの曝露量合計

値に比べて 10 倍以上になる火山は北海道駒ケ岳・

栗駒山・蔵王山・安達太良山・那須岳・浅間山・富

士山・桜島であった．

図 2.1 および図 2.2 では人口および建物に関する

曝露量の内訳をハザード別に示した．これによると，

火砕流への人口および建物の曝露は全国的に相当数

見られ，これが火砕流の曝露スコアの合計値が高い

要因になったと考えられる．火砕流はハザードマッ

プ上では土石流や融雪型泥流に比べると火口からの

到達距離が短い．それにも関わらず火砕流への曝露

量が多いのは，火口に比較的近い場所や，地形的に

火砕流が到達しやすい麓斜面に社会生活基盤が形成

されていることが要因として考えられる．この点に

ついては中村他（2021）も同様のことを指摘してお

り，本評価結果においてもこれが全国的な傾向とし

て捉えられたと言える．

富士山の降灰へ曝露している人口は 3,000 万人以

上であり，日本の総人口のおよそ 1/4 が曝されてい

るという結果になった．また東北地方では安達太良

山，関東地方では浅間山，九州地方では桜島におい

て数百万人規模で影響を受けるという結果も得られ

た．

図 3 では各火山における曝露スコアをハザード別

にグラフで示す．富士山の降灰による曝露スコアが

最も高く，桜島の降灰による曝露スコアが次に高い．

土石流・融雪型泥流・降灰による曝露スコアは平均

的に高く，これら 3 種が遠方に広がる都市部に影響

を及ぼす現象であるということが評価結果にも反映

された．

5. おわりに

全国の火山において，ハザード（溶岩流，火砕流，

土石流，融雪型泥流，降灰）に対する，人，建物，

インフラの曝露の状況を明らかにするために，各火

山のハザードマップと国土数値情報を用いた曝露評

価を実施した．人口および建物の曝露量とインフラ

の曝露の状況をそれぞれスコアリングし，火山ごと

およびハザード別の曝露スコアを算出した．これに

より，各火山地域のハザードへの曝露の特徴が示さ

れ，地域間の曝露の状況を比較できるようになった．

富士山のハザードへの曝露は全国で最も多いことが

定量的に明らかになり，その中でも降灰，溶岩流，

融雪型泥流へ曝露が多いことが示された．今後曝露

の状況をさらに具体的に把握するために，曝露対象
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表 4.1 溶岩流への曝露評価結果を示す．各火山における，人口・建物の曝露量と，インフラストラクチャー

（左から高速道路，在来線線路，新幹線線路，国道）の曝露状況，および算出されたインフラスコアと

曝露スコアを示す．

Table 4.1 Exposure assessment result related to lava flows. Columns: population, number of buildings, exposure status 
of infrastructure (highways, railways, bullet train railways, national highways from left), infrastructure-score 
indicating number of infrastructure-types exposed to volcanic hazards, and exposure-score, from left.



火山ハザードマップを用いた全国 35 火山における火山噴火ハザード曝露評価－河野ほか

－7－

表 4.2 火砕流への曝露評価結果を示す．各火山における，人口・建物の曝露量と，インフラストラクチャー

（左から高速道路，在来線線路，新幹線線路，国道）の曝露状況，および算出されたインフラスコアと

曝露スコアを示す．

Table 4.2 Exposure assessment result related to pyroclastic flows. Columns: population, number of buildings, 
exposure status of infrastructure (highways, railways, bullet train railways, and national highways from left), 
infrastructure-score indicating number of infrastructure-types exposed to volcanic hazards, and exposure-score, 
from left.



防災科学技術研究所研究資料　第 483 号　2022 年 10 月

－8－

表 4.3 土石流への曝露評価結果を示す．各火山における，人口・建物の曝露量と，インフラストラクチャー

（左から高速道路，在来線線路，新幹線線路，国道）の曝露状況，および算出されたインフラスコア

と曝露スコアを示す．

Table 4.3 Exposure assessment result related to debris flows. Columns: population, number of buildings, exposure 
status of infrastructure (highways, railways, bullet train railways, and national highways from left), 
infrastructure-score indicating number of infrastructure-types exposed to volcanic hazards, and exposure-
score, from left.
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表 4.4 融雪型泥流への曝露評価結果を示す．各火山における，人口・建物の曝露量と，インフラストラクチャー

（左から高速道路，在来線線路，新幹線線路，国道）の曝露状況，および算出されたインフラスコアと曝露

スコアを示す．

Table 4.4 Exposure assessment result related to snow-related lahar. Columns: population, number of buildings, exposure status 
of infrastructure (highways, railways, bullet train railways, and national highways from left), infrastructure-score 
indicating number of infrastructure-types exposed to volcanic hazards, and exposure-score, from left.
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表 4.5 降灰への曝露評価結果を示す．各火山における，人口・建物の曝露量と，インフラストラクチャー

（左から高速道路，在来線線路，新幹線線路，国道）の曝露状況，および算出されたインフラス

コアと曝露スコアを示す．

Table 4.5 Exposure assessment result related to ashfall. Columns: population, number of buildings, exposure 
status of infrastructure (highways, railways, bullet train railways, and national highways from left), 
infrastructure-score indicating number of infrastructure-types exposed to volcanic hazards, and 
exposure-score, from left.
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図 1.1 溶岩流，火砕流，土石流，融雪型泥流へ曝露した人口および建物数の合計値を火山別に示したグラフ

Fig. 1.1 The total population and numbers of buildings exposed to lava flows, pyroclastic flows, debris flows, and snow-
related lahars. (Left) For each volcano. (Right) For each volcano, excluding Fuji volcano.
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図 1.2 降灰へ曝露した人口および建物数の合計値を火山別に示したグラフ

Fig. 1.2 The total population and numbers of buildings exposed to ashfall. (Left) For each volcano. 
(Right) For each volcano, excluding Fuji volcano.
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図 2.1 各ハザードへ曝露している人口

および建物の内訳を火山別に示

したグラフ

Fig. 2.1 The breakdown of population and 
number of buildings exposed to each 
hazard for each volcano.
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図 2.2 各ハザードへ曝露している人口

および建物の内訳を火山別（富士

山を除く）に示したグラフ

Fig. 2.2 The breakdown of population and 
number of buildings exposed to each 
hazard for each volcano excluding 
Fuji volcano.
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図 3 本稿で得られた各ハザードによる曝露

スコアを火山別に示したグラフ．曝露

スコアの内訳も示す．

Fig. 3 The exposure  score  for  each hazard 
obtained in this work for each volcano. 
Black indicates score by infrastructure, 
and gray indicates score by population and 
number of buildings.
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要　旨

我々は全国 35 火山のハザードマップを用いて火山噴火ハザード曝露評価を実施した．ハザード種は

溶岩流，火砕流，土石流，融雪型泥流，降灰の 5 つを扱い，曝露対象は人口，建物，高速道路，国道，

在来線線路，新幹線線路とした．ハザードデータはポリゴンであり，GIS ソフトにてハザードポリゴン

内に含まれる曝露対象をカウントした．その評価結果に基づき，曝露スコアを算出した．これら評価結

果は表にまとめられた．曝露量は富士山噴火によるものが最多であり，降灰，溶岩流，融雪型泥流の影

響を大きく受けることが明らかになった．また火砕流への曝露は全国的に相当数確認することができた．

降灰，土石流，融雪型泥流は遠方に到達するハザードであるため，火山麓に広がる都市部へ影響がある

ことが評価結果として得られた．

キーワード：国内 35 火山，ハザードマップ，曝露評価

種の整理・追加を検討するとともに，曝露量の評価

が可能なインフラデータの整備等が課題となる．
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